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◯松野委員 公明党福岡市議団を代表し、学校のトイレ整備について、区役所機能の強化と

システム刷新について、介護予防・日常生活支援総合事業について、以上３点について質疑

を行う。質問に入る前に、学校エアコンの設置については、いわゆる、京都市方式を議会で

提案して以来、迅速な取り組みにより、28 年度中に全中学校への設置が完了することを大

変うれしく思う。この間の関係各位の尽力に敬意を表する。まず、学校のトイレ整備につい

て質問するが、本市のアセットマネジメントに伴い、学校施設も老朽化やバリアフリー化へ

の対応が求められており、学校や地域から寄せられる要望の中で最も多いのがトイレの更

新、新設である。思春期を迎えた生徒たちが生活の大半の時間を過ごす学校におけるトイレ

の現状について質問していく。初めに、学校トイレの総箇所数、総便器数、また、学校トイ

レに最初に洋式を設置したのはいつで、どの学校に設置されたのか尋ねる。 

△教育長 学校のトイレ総箇所数と便器総数は、小学校が 1,220 カ所で便器の数は１万 57

基、中学校が 556 カ所で便器の数は 4,761 基である。また、洋式便器を最初に設置した時期

と学校名は、昭和 56 年度に新設または改築を行った青葉小学校、奈多小学校、野多目小学

校、老司中学校、次郎丸中学校、当仁中学校で、各フロアの女子トイレに一部洋式便器を設

置している。 

◯松野委員 その後、本市の小中学校のトイレ整備への考え方がどのように変遷していっ

たのか、時系列で示されたい。 

△教育長 昭和 56 年度から新設または改築の際に、各フロアの女子トイレに洋式便器を一

部設置していたが、さらに、昭和 61 年度からは、洋式便器を備えた多目的トイレを各フロ

アに設置してきた。また、13 年度からは、床を乾式化するとともに、便器の約半数を洋式

化してきたが、24 年度以降は、原則として洋式化を図っている。 

◯松野委員 家庭やオフィスビル等でのトイレの洋式化と比較すると、学校のトイレ整備

は和式が主流であったようであり、それは、生活様式もあるが、手間や費用等、整備上の理

由も大きかったものと思われる。次に、生活様式に即した洋式トイレについて尋ねる。27 年

度の学校トイレの洋式化率について、全体数に占める割合を示されたい。 

△教育長 27 年度末の学校のトイレの洋式化率は、小学校は１万 57 基中、洋式便器が 4,099

基で、約 41％である。また、中学校は 4,761 基中、洋式便器が 1,831 基であり、約 38％で

ある。 

◯松野委員 小学校より中学校の割合のほうが低いようであり、特に思春期の女子生徒は、

直接肌を密着しなくてよい和式のトイレのほうが清潔感を感じられると思うが、実際に生

徒を対象にアンケート調査を行ったことがあるか。あれば、調査結果とあわせて答えられた

い。 

△教育長 児童生徒を対象としたアンケート調査は、平成 22 年 10 月に実施しており、洋

式便器と和式便器のどちらを使用したいか、利用したいかとの問いに対し、小学校では約



72％の児童が、中学校では約 60％の生徒が、洋式便器を使用したいと回答している。なお、

和式便器を利用したいと回答した児童生徒の割合は、小学校で約７％、中学校で約 16％で

あった。 

◯松野委員 洋式トイレの衛生面に対する印象度は、和式より劣るかもしれない。そこで、

トイレの衛生面について尋ねるが、和式、洋式トイレの排せつ物に起因する汚染度について

調査結果があれば示されたい。 

△教育長 便器メーカーやメンテナンス会社などのトイレ関連企業で構成される学校のト

イレ研究会の資料では、大腸菌の数は、洋式便器と比較して、和式便器の場合は約 164 倍

の菌が付着しているとの報告がなされている。 

◯松野委員 さらに、水掃除を要する湿式トイレの床面と、拭き掃除でよい乾式トイレの床

面の雑菌繁殖の比較データを示されたい。 

△教育長 同じく学校のトイレ研究会の資料によると、乾式トイレの床と比較して、湿式ト

イレの床は、約 460 倍の菌が付着しているとの報告がなされている。 

◯松野委員 印象と実態の違いを知ると驚くが、便器メーカーの調査では、洋式便座の雑菌

繁殖率は驚くほど低いことがわかる。昨年の新聞報道によると、北九州市の学校のトイレの

７割が、おおむね、シート張りの乾式の床面に整備されたそうだが、トイレ整備に付随する

課題があれば示されたい。 

△教育長 整備に付随する特段の課題はないが、本市では、従来のタイルを撤去し、床の乾

式化や便器の洋式化を行うことに加え、床のバリアフリー化やプライバシーに配慮した全

面的なレイアウト変更などの整備を総合的に行っていることから、多額の整備費用が必要

であり、事業推進に時間を要している。 

◯松野委員 学校のトイレは汚い、臭い、怖い、いわゆる、３Ｋから今やそれに加え、暗い、

壊れているの５Ｋへと進化してしまった。子どもたちの中でも、排便を我慢する子が多いよ

うだが、その一つに、友達にからかわれるという理由があるかと思う。また、排便の我慢が

続き、便秘になる子どもも多いと聞いたことがある。子どもの便秘は治りにくいとも聞くが、

学校現場ではどのような指導を行っているのか。 

△教育長 小学校低学年を中心に、学級活動や体育の保健分野において、排せつの大切さに

ついて指導を行っている。また、便意を催したときには、授業中や休み時間にかかわらず、

我慢をせずトイレに行くよう、日ごろから養護教諭を初め、全教員が指導している。 

◯松野委員 平成 26 年 11 月に、トイレ整備に取り組んだ小中一貫校の大阪市立むくのき

学園を視察し、校長先生に案内と説明を受けた。かつてのトイレの写真は、まさに、５Ｋを

絵に描いたようであったが、トイレ整備に際し、生徒たちにトイレプロジェクトへの参加を

呼びかけ、どのようなトイレにしたいかの希望を附箋に書き、廊下に張りつけてもらう、ワ

ークショップ形式のような手法を取り入れ、その結果、温水便座や自動水洗、さらに、かば

んが置ける棚やみんなで語らえる椅子なども整備し、手づくりでくつろげる新しいトイレ

に生まれ変わった。本市でも、トイレ整備に際し、生徒たちの生の声を生かすことで、主体



性や学校施設への愛着を育み、学校施設を大切に使う心を育む、さらに、からかわれること

なく、いつでも、自由にトイレに行ける雰囲気づくりなど、多様な教育効果を生む手法を検

討してはどうか。 

△教育長 これまでも、児童生徒に対するアンケート調査により把握した意見を踏まえ、ト

イレの整備を進めてきたが、提案のあった多様な教育効果を生む手法も大切なことであり、

今後、検討したい。 

◯松野委員 ユニバーサル化に関して尋ねるが、オストメイト対応トイレを必要とする生

徒や、身長が低い生徒が入学する場合、トイレ整備で配慮しているのか。以前、洋式化のみ

ならず、学校のオストメイト対応トイレの整備についても質問したが、現状について尋ねる。 

△教育長 当該児童生徒の入学時や進級時に、多目的トイレにオストメイトを設置してい

る。また、低身長の児童生徒については、踏み台の設置を行うなど、速やかな対応に努めて

いる。 

◯松野委員 今後も必要に応じ、速やかに対応するよう、強く要望しておく。子どもたちが

排便を我慢しながら勉強し、給食を食べているとすれば気の毒である。トイレ整備による５

Ｋを払拭すれば排便がしやすくなり、心と体の成長に大変よい影響を与えるはずである。こ

の際、市内全ての学校を生活習慣にあわせた洋式中心、また、衛生面にすぐれる乾式による

トイレ整備を行うべきと考えるが、教育長の答弁を求める。 

△教育長 児童生徒が毎日利用するトイレの環境整備については、大変重要であると考え

ている。児童生徒が、よりよい環境で学校生活を送ることができるよう、スピード感を持っ

てトイレの洋式化及び乾式化を進めていく。 

◯松野委員 エアコン設置や、特別支援学校の教室不足の問題に際しても、市長は直接学校

現場へ足を運び、子どもたちや関係者の声を直に聞き、子どもたちに寄り添いながら、教育

環境の整備に取り組んだ。この質問の最後に、さらなる学校環境向上のための施設整備につ

いて、市長から子どもたちへのメッセージとなる答弁を求める。 

△市長 一日の大半を学校で過ごす児童生徒にとって、快適でよりよい学習環境を提供す

ることは、非常に重要であると認識している。このため、都市の成長の果実を教育、福祉に

しっかりと振り向け、全ての小中学校を対象とした空調設備整備など、教育環境の充実に努

めてきた。今後とも、本市の未来を担う子どもたちをしっかり育てるため、教育委員会と連

携し、さらなる教育環境の充実に取り組んでいく。 

◯松野委員 次に、区役所機能の強化とシステム刷新について質疑を行う。平成 25 年５月、

本市の人口は 150 万人を突破し、去る３月１日現在の速報値によると、総人口は既に 154

万人に上るという全国的にもまれな人口増加が続いている。この間、地域に密着した行政サ

ービスに対するニーズは多様化し、地方分権推進法において、基礎自治体による自律的な行

政運営の重要性がクローズアップされて以来、少子・高齢化時代において社会保障分野での

官民のネットワークの構築や協働など、今後の行政課題が山積している。まず、本市が行っ

てきた行財政改革における取り組みと成果について、人口当たりの職員数、歳出総額に占め



る人件費の割合について、政令指定都市比較とあわせて示されたい。 

△総務企画局長 人口当たりの職員数は、都市により事業や組織の特性が異なるため、一概

には比較できないが、国が定める会計区分である普通会計における職員数で比較すると、平

成 27 年４月１日現在における本市の人口１万人当たりの職員数は 51 人であり、政令指定

都市の中で最小となっている。次に、26 年度決算における本市普通会計の歳出総額に占め

る人件費の割合は 9.8％であり、政令指定都市中最も低くなっている。 

◯松野委員 大変成果が上がっていると思うが、一方で、少子・高齢化による社会保障環境

の変化による地域包括ケアの構築や、共働き世帯の増加による保育園待機児童の課題など、

行政ニーズはこれまでになく高まってきている。そこで、各区における過去３年間の介護認

定申請件数の総数と、各区保健福祉センターにおける現在の認定調査の担当職員数及び嘱

託員数を尋ねる。 

△保健福祉局長 本市の過去３年間の介護認定申請件数総数は、24 年度が５万 5,524 件、

25 年度が５万 7,236 件、26 年度が６万 971 件である。各区保健福祉センターの認定審査の

担当職員数は７人、嘱託員数は 95 人の合計 102 人である。なお、職員は保健師、嘱託員は

ケアマネジャーの資格を有している。 

◯松野委員 大変な申請件数となっているが、１人当たりの業務量は大変な量ではないか。

同じく、各区の保育施設に関する業務担当職員数及び児童手当などの担当者数を尋ねる。 

△こども未来局長 保育施設に関する業務と児童手当等の業務は、各区子育て支援課こど

も家庭福祉係が担当しており、係長を含む職員数は東区が 10 人、博多区７人、中央区６人、

南区９人、城南区５人、早良区７人、西区７人の合計 51 人である。 

◯松野委員 これも時代の趨勢と言うべく、各区とも、住民サービスへの応対に追われてい

るようである。市民課の窓口申請の待ち時間短縮への取り組み状況について尋ねる。 

△市民局長 住民票や印鑑証明などは、区役所や出張所に加え、天神や博多駅に設置する証

明サービスコーナーや市内の 34 の郵便局、約 600 店舗のコンビニエンスストアなど、身近

な場所で取得できるようにしている。特に、人口の多い東区では、平成 26 年１月に、区役

所の１階フロアを改修し、窓口を増設するとともに、待合スペースを拡張するなどの改善を

図ったところである。また、平成 28 年６月には、なみきスクエア内に千早証明サービスコ

ーナーを開設することとしており、待ち時間のさらなる短縮に取り組んでいる。 

◯松野委員 数年前からすると幾分改善されているようだが、各区の業務では、システムの

ふぐあいや使い勝手が悪いため時間がかり、市民サービスにも影響が出ており、頭を悩ませ

ている職員の声も耳にする。市民サービス業務の効率化の現状について、各区からの業務に

関する要望は、本庁にどのように届き、どのように対処されるのか、その経緯を示されたい。 

△市民局長 各区に共通する重要な事項は、７区長で構成される区政推進会議において、ま

た、業務に関することは、部長会議や課長会議などにおいて、区からの意見、要望を聞きな

がら、各局が検討し、対応することとしている。 

◯松野委員 現在の区役所の機能強化の方向性については、平成 12 年に設置された区政推



進委員会が、これまで重要な役割を果たしたと思うが、本市の区政推進委員会では、市民サ

ービス、地域支援及び区役所の体制について、何を目指してきたのか、詳細を尋ねる。 

△市民局長 13 年度に取りまとめた区政推進委員会の報告書では、新しい区役所像の実現

に向けて強化すべき機能を三つ掲げており、一つ目は市民サービスの向上で窓口機能の充

実やホスピタリティの向上、区役所以外の利便性の高い場所でのサービスの提供、二つ目は

地域コミュニティ支援機能の強化で地域の自発的、主体的な取り組みの支援、住民と行政と

の共働による地域づくり、三つ目は区役所の体制強化で区の総合行政推進、企画調整機能の

強化、区への権限移譲、予算システムの拡充であった。 

◯松野委員 市民サービスの向上や多様化するニーズへの対応、窓口業務の適正化による

区役所機能の向上に向け、これまでどのような取り組みをしてきたのか。 

△市民局長 区役所機能強化のこれまでの取り組みは、13 年度に保健所と福祉事務所を統

合した保健福祉センターを設置し、保健、医療、福祉サービスの一体的な提供を推進してい

る。また、地域コミュニティ支援を推進するため、13 年度に市民センターを、16 年度には

公民館を区役所に編入するとともに、地域支援課を新設し、校区を担当する専任の職員を配

置している。さらに、子育て支援の充実強化を図るため、21 年度には、全区役所に子育て

支援課を創設するなど、機能強化を図ってきた。また、各区役所が住民の意見を聞きながら、

地域の実情や特性に応じた施策を企画実施できる区予算制度を導入するとともに、区長権

限により、柔軟に組織編制ができるようにしている。 

◯松野委員 これまでの取り組みを尋ねてきたが、区政推進委員会で方向性を定めてから

既に 14 年が経過しており、行政課題が当時から一変している。今後のさらなる市民サービ

スの向上と市民ニーズに的確に対応できる区役所の機能強化に向け、検討体制の整備を行

うべきと考えるが、所見を尋ねる。 

△市民局長 平成 24 年 12 月に策定した第９次福岡市基本計画において、区役所を市民生

活に密着したサービスの拠点、地域の個性を生かしたまちづくりの拠点、住民ニーズの施策

への反映拠点、情報の受発信の拠点として位置づけ、機能強化に取り組んでいる。今後とも、

市民に最も身近な区役所の意見をしっかりと聞き、関係局と連携を図りながら取り組んで

いく。 

◯松野委員 大都市福岡市の中でも、東区は人口 30 万人を越え、中核市規模となった。本

市は、大区役所制をとっているが、さらにふえ続ける市民ニーズに応えるため、今後、本庁

と区役所との連携が大変重要となる。これまで区役所の機能について尋ねてきたが、ここか

らは各システムの刷新と区役所の連携について尋ねる。自治体の情報システムは、レガシー、

遺産のように古い問題、という言葉に象徴されるように、高コスト、長期にわたる特定メー

カーへの依存、システム間の相互連携の複雑さなど、課題を抱えていたが、それらを解決す

る手法として、近年では、多くの自治体でホストコンピューターと呼ばれる大型汎用機から

オープン系サーバー機器への転換が図られ、共通基盤と呼ばれるプラットフォームの構築

により、システム間の相互連携機能も向上していると聞いている。また、今後はシステム運



用、保守の委託や機器リース経費、たび重なるシステム変更に伴う改修経費などを削減する

ことで、政策経費を生み出す取り組みも必要である。さらに同時に、業務の可視化と課題の

分析を行うＢＰＲを行うことにより、業務の最適化を図ることも、それ以上に大変重要な作

業となる。つまり、システムを新しくするだけでなく、あわせて、各区で行われる日常の複

雑かつ長時間を要する業務を改善することにより、市民の利便性向上を図り、地域に密着し

たサービスを提供できる区の機動体制を構築することが必要と考える。多額な経費に見合

ったシステム刷新効果が十分に発揮されなければ、まさにもったいないプロジェクトにな

ってしまうのではないか。まず、本市全体のシステム数と運用経費、また、今回刷新対象と

して検討しているシステムとその運用経費を尋ねる。 

△総務企画局長 本市全体のシステム数は、現在およそ 250 であり、その運用経費は年間

約 44 億円である。このうち、今回のシステム刷新は、住民記録、税、社会保障分野などの

基幹系システムを中心に 112 システムを対象としており、その運用経費は年間約 26 億円で

ある。 

◯松野委員 刷新対象としているシステムは、現在、どのような課題を抱えているのか、ま

た、それらの課題を解決するための刷新の基本的な考え方を尋ねる。 

△総務企画局長 本市の情報システムの沿革は、大型汎用機を使用したシステムに始まり、

その後、高機能なサーバーの登場により、一部システムの分散化を進めてきたが、大型汎用

機で稼働するシステムは、たび重なる改修により複雑化している。また、分散システムは、

各部門で個別に最適化されてはいるものの、大型汎用機とサーバー系システムが混在して

いるため、情報連携も複雑化している。このため、刷新対象としているシステムの現在の課

題の１点目は、制度改正に伴うシステム改修経費の増加に加え、障がい発生のリスクも高ま

っていること、２点目は、マイナンバーなど新たな制度への効果的、効率的な対応が困難で

あること、３点目は、標的型攻撃など、新たなリスクへの抜本的な対応が困難であることな

どであり、システム全体の最適化の観点から刷新が不可欠な状況となっている。次に、シス

テム刷新の基本的な考え方の１点目は、調達工程を標準化するとともに、情報システムに関

する費用と効果を見える化することでコストの最適配分を実現する、ＩＣＴガバナンスの

強化を図ることである。２点目は、現行業務を見直し、重複や無駄を排除し、標準的な業務

手順を構築する業務プロセス改革、ＢＰＲを実施することである。３点目は、大型汎用機を

廃止し、標準的な技術を採用したサーバーシステムを導入するオープン化や分散している

サーバーシステムの集約化、さらには、情報システム間の情報連携を効率的に実施する共通

基盤を整備することなどである。 

◯松野委員 今、答弁のあった方針に従いシステム刷新を行った場合の、現段階でのコスト

削減効果見込み額を尋ねる。 

△総務企画局長 コスト削減効果額は、現行の運用保守経費の３割程度の削減を見込んで

いる。 

◯松野委員 今後のシステム刷新のスケジュールについて尋ねる。特に、共通基盤、住民記



録、税、社会保障、それぞれのシステム刷新のための業務の可視化と課題分析を行うＢＰＲ

と各システムの運用開始時期を明確に示されたい。 

△総務企画局長 住民記録システムは、27 年度にＢＰＲを実施しており、来年度以降、シ

ステムの設計、構築を行い、31 年度には、共通基盤とあわせて新システムの稼働を予定し

ている。次に、税と社会保障分野の各システムについては、27 年度に税の分野、28 年度に

は社会保障分野のＢＰＲを実施するとともに、28 年度から 30 年度にかけては、システム刷

新に直接かかわりのない業務についても、それぞれの業務分野全体を俯瞰し、一連の事務執

行の効率化、標準化を図る観点から、個別業務の課題解決に向けた取り組みを進めていく。

なお、税と社会保障分野のシステムについては、マイナンバー制度の進捗に対応しながら、

31 年度以降、設計、構築を行い、34 年度より順次、運用を開始していく予定である。 

◯松野委員 住民記録系の開発が先行し、区役所の主たる業務の税と社会保障の開発がお

くれているようだが、両者の相互連携が重要と思うがどうか。先日、視察に行った千葉市で

は、区役所の業務改革に向け、システム刷新と同時にテーマ別にＢＰＲを行い、将来的な市

民負担軽減のため、総合窓口の設置や事務処理センターの活用などの検討を行っていた。本

市もシステム開発に際し、区役所との本格調整が必要ではないか。今後の連携方針について

も明確に示されたい。 

△総務企画局長 システム刷新に当たっては指摘のとおり、住民記録と税、社会保障分野の

システム間の相互連携が重要であることは十分認識している。先行してシステム刷新する

住民記録や共通基盤の構築においては、税と社会保障分野のＢＰＲで得られる業務プロセ

スの見直しやシステム刷新の方向性、さらには、マイナンバー制度への対応方針を踏まえ、

開発時期の違いをより効果的な業務システム間の連携に生かせるよう、しっかりとシステ

ム刷新を進めていく。また、システム開発に際しての区や所管局との調整については、住民

記録、税、社会保障の各分野のＢＰＲの成果を踏まえた業務プロセスの見直しに向け、関係

課によるワーキンググループを設置するとともに、十分な連携が図れる仕組みづくりを行

っていく。 

◯松野委員 マイナンバーの運用状況を見定めることは、当然必要と思うが、今後も制度改

正は頻発することが予想される。システム刷新に当たっては、マイナンバーにのみこだわる

ことなく、全体を俯瞰し、区や所管局と十分調整しながら、区役所業務全体の効率化に資す

るものとするよう要望しておく。28 年度にオープンする東区のなみきスクエアでは、住民

票の写しを取り扱う証明サービスコーナーやコンビニ交付機の設置がなされるとともに、

区役所には同交付機のデモ機が設置されるなど、新規事業が開始されると聞いている。自宅

にいながらにして、マイナポータルから行政へのアクセスが行える時代を迎え、市民が来庁

不要となることや、地域住民の健康づくり、地域包括ケア関係者間の情報交換、さらに、地

域コミュニティの運営に有益なシステム構築など、ライフスタイルを先取りする新しいシ

ステムの構築により、刷新効果の市民への見える化を図り、市民の共感を得ることができる

前向きなシステム刷新につながると確信する。今後、システム刷新にあわせ、市民生活の向



上をどう図っていくのか、所見を尋ねる。 

△総務企画局長 システム刷新に当たっては、マイナンバー制度も活用しながら、行政窓口

での持ち時間の短縮など、市民が利便性を実感できるサービスの実現に向け、住民票や戸籍

など各種証明書の交付自動化や、行政手続の簡素化を進めていく。また、国におけるマイナ

ンバー制度の進捗にあわせ、マイナンバーカードを活用し、市民が区役所へ来庁することな

く、自宅から 24 時間いつでも、さまざまな行政手続を行うことができるオンライン窓口の

実現に加え、将来的には、電気やガス、水道など、引っ越しに必要な手続がワンストップで

できるようになるなど、民間と連携したサービスの提供も国において検討されており、シス

テム刷新にあわせＩＣＴを活用した利便性の高い暮らしの実現に向け取り組んでいく。 

◯松野委員 現在、インターネット機能を持つ腕時計が流行するなど、時代はＩｏＴを求め

ている。今後は行政サービスもＩｏＴを駆使し、市民の利便性向上を図る検討を重ねて要望

しておく。区役所の機能強化、システム刷新、どちらの課題も市民の利便性の向上をしっか

り見詰め行われるべきである。市長に所見を尋ね、この質問を終わる。 

△市長 本市においては、これまで、子育て支援、高齢社会の進展など、市民ニーズや社会

情勢の変化に応じ、局や区の適切な役割分担のもとで、公共サービス、市民サービスの向上

に努めてきた。区役所の機能強化については、区役所が行政サービス提供の最前線であるこ

とから、利便性向上など、市民サービスの向上に向けしっかりと取り組んでいきたい。また、

システム刷新については、誰でも、いつでも、どこでも公共サービスが受けられる社会の実

現に向け、最先端の電子行政サービスの提供を可能とするシステム基盤の構築による、経費

の削減とさらなる市民サービスの向上を目指している。今後とも、ＩＣＴの積極的な活用を

図りながら、区役所機能の強化を進め、将来にわたり持続可能な市政運営を目指し、市役所

一丸となって取り組んでいきたい。 

◯松野委員 最後に、介護予防・日常生活支援総合事業について質問する。近年、中国、韓

国など、アジアの大国の高齢者福祉は、日本に学んできたと言っても過言ではない。アメリ

カの悲願である国民皆保険を実現した、いわゆるオバマケアでも、医療費の高額負担や受診

の公平性の課題解決には至らず、このことからも、日本の社会保障制度はすぐれた制度であ

り、日本が世界に誇れる制度であると思う。しかしながら、急速に進展する超少子・高齢化

による社会保障費の増高で、社会保障の姿も、私たちを取り巻く環境も、年々変化し続けて

いる。介護保険事業計画においても法改正を受け、本市において平成 29 年４月に本格移行

する予定の新しい総合事業の事業内容案が本年度に策定される。健康寿命の延伸と重度化

予防に重点を置き、さらに、高齢者の生活ニーズに応えるための新たな仕組みが導入される

が、具体的にどのような内容なのか、本年の制度設計の過程において、正しい情報をより多

くの市民に伝えることにより、今後の社会保障をより身近なもの、自分自身のこととして捉

えていきたいという思いから、質問を行う。まず、本市の介護保険に係る３年間の予算額の

推移、また、国の介護保険に係る予算額と社会保障費全体に占める割合並びに本市の 65 歳

以上の第１号被保険者数の３年間の推移を示されたい。 



△保健福祉局長 本市の介護保険事業特別会計の当初予算額の推移は、26 年度が 896 億

2,549 万円余、27 年度が 936 億 4,799 万円余、28 年度が 991 億 8,438 万円余である。国の

介護保険に係る予算額及び社会保障費に占める割合は、財務省より公表される社会保障関

係予算のポイントによると、26 年度が２兆 6,257 億円で 8.6％、27 年度が２兆 6,311 億円

で 8.3％、28 年度が２兆 9,323 億円で 9.2％である。また、本市の第１号被保険者の推移は、

各年度９月末現在で、25 年度が 27 万 6,547 人、26 年度が 29 万 530 人、27 年度が 30 万

2,062 人である。 

◯松野委員 いずれも、大変な伸び率である。次に、本市の第１号、第２号被保険者数とそ

れぞれの介護保険料及びその伸び率について、第１期介護保険計画１年目の 2000 年と第５

期介護保険計画１年目の 2012 年との比較を示されたい。 

△保健福祉局長 本市の 12 年度及び 24 年度の第１号及び第２号被保険者数は、各年度９

月末現在で第１号被保険者が 17 万 4,013 人と 26 万 3,689 人、第２号被保険者が 42 万 4,916

人と 48 万 6,738 人となっている。また、同じく 12 年度及び 24 年度の介護保険料とその伸

び率は、第１号被保険者の基準となる人の年間介護保険料が３万 9,477 円と６万 4,344 円

で、63％の伸び、第２号被保険者は１人当たりの概算負担額で２万 8,915 円と５万 6,366 円

で、94.9％の伸びである。 

◯松野委員 今の答弁からしても、介護保険料も物すごい勢いで上がり続けており、第１号

被保険者だけではなく、現役世代の負担も年々ふえ続けている。厚生労働省の資料によると、

この新しい総合事業は、介護予防・生活支援サービス事業と一般介護予防事業の二つがあり、

これまでの介護予防給付のうち、介護事業所による訪問と通所の現行のサービスも、今後、

徐々に地域支援事業に移行する。具体的には、これまで要支援１、２の人で訪問、通所のサ

ービスを受けていた利用者から、新しい多様なサービス内容に移行する人が出てくる。新し

い総合事業のモデルに関する厚生労働省の資料によると、訪問サービスの場合、サービス類

型に今度、Ａ型からＢ、Ｃ、Ｄ型まで、新たに四つのサービス区分が加わる。通所について

は、Ａ型からＣ型まで三つが加わり、同時にサービス区分が分かれていく。例えばこれまで

要支援１、２で訪問介護を受けていた人は、全員が訪問介護員による身体介護と生活援助を

受けていたが、今度は緩和した基準によるサービスである訪問型サービスＡに移行する人

も出てくるということである。このように、これまでのサービス利用者の中から、緩和した

基準によるサービスである訪問型サービスＡ、住民主体による支援である訪問型サービス

Ｂ、短期集中予防サービスである訪問型サービスＣ、移動支援である訪問型サービスＤに移

行し、サービス主体も介護事業所が行うもの、ボランティア主体によるものなどに分かれて

くる。それでは改めて、本市が本年度策定する介護予防・日常生活支援総合事業の概要につ

いて簡潔に示されたい。 

△保健福祉局長 本市における介護予防・日常生活支援総合事業については、平成 28 年４

月にパブリックコメントを実施した上で、６月議会において条例案を提出する予定として

いるため、現時点での福岡市案ということで答弁する。本市における介護予防生活支援サー



ビス事業については、現行サービスに相当するサービスに加え、新たに基準緩和型サービス

として、介護の専門職によることを必要としないサービスを実施することとしている。これ

は、国が示すＡ型に相当するものである。また、報酬単価は、制度開始時点では、現行相当

サービスにおいては、現行の報酬単価に準じた額として国が定めた報酬額とし、基準緩和型

サービスにおいては、専門職の配置を必要としないことなどから、現行相当の７割程度にす

ることとしている。また、一般介護予防事業については、国が示す事業類型をもとに、本市

の状況に応じた効果的な取り組みを検討し、29 年度より、順次実施したいと考えている。 

◯松野委員 全国的には、幾つかの市町村でも、28 年度からこの総合事業を開始するとこ

ろもあるが、国は平成 29 年４月まで総合事業への移行を猶予するとしており、本市も平成

29 年から実施ということになっている。では、この総合事業の財源についてはどうなるの

か。介護保険特別会計の国からの歳入において、訪問介護など、全国共通の介護サービスの

財源である介護給付負担金なのか、それとも、地域の実情に応じたサービスの財源である地

域支援事業交付金なのか。 

△保健福祉局長 総合事業の財源は、地域支援事業交付金などとなっている。 

◯松野委員 地域支援事業などに含まれるということは、本市の実情に応じたサービス決

定が、本市に委ねられていると理解しているが、総合事業のサービスと単価は本市が決定す

るのか、制度設計の経緯を尋ねる。 

△保健福祉局長 総合事業のサービスと単価は、市町村ごとに決定することになる。また、

本市における総合事業のサービスと単価は、現在の介護予防訪問介護と介護予防通所介護

の利用状況、介護保険事業所における介護保険外での掃除や洗濯などの生活支援サービス

の料金などを踏まえて設定している。 

◯松野委員 国の指針では、総合事業と予防給付をあわせた、市町村にある程度財源と権限

が委ねられる地域支援事業の事業費の伸び率が、75 歳以上高齢者人口の伸び率と同程度に

なるように明示されている。これは、国からの財源の上限が、75 歳以上高齢者人口の伸び

率と同じであり、それを超えるサービスの財源は市町村負担という意味だと思うが、本市の

75 歳以上高齢者人口の伸び率と、その伸び率に応じた今回の予算の内容について尋ねる。 

△保健福祉局長 総合事業の費用の算定に用いる 75 歳以上高齢者人口の伸び率は、３年間

の増減で算出することになっており、例えば、本市の 27 年度を基準にすると、24 年度から

の３年間の平均伸び率は 3.43％である。また、国の総合事業に係る費用負担の原則的な考

え方は、指摘のとおり、総合事業に移行するサービスに係る費用の伸びが、直近３年間の 75

歳以上の高齢者人口の平均伸び率を超える分は、国費などの対象とならないとされている。

このため、本市としては、75 歳以上人口の伸び率の範囲内を基本とした予算としていく必

要があると考えている。 

◯松野委員 75 歳以上高齢者人口の伸び率は、当然、市町村により違うため、新たなサー

ビスの利用者数もサービス内容も、市町村の財源により、当然、差がある。本市は、現行相

当のサービス及び基準緩和型サービスＡ型への移行利用者数をどの程度見込むのか。また、



このＡ型の基準緩和サービスの内容について、改めて詳しく説明されたい。 

△保健福祉局長 サービスの利用見込みは、現在の利用実態を踏まえ推計しており、訪問型

サービスについては、現行相当のサービスと基準緩和型サービスが、それぞれ 29 年度は

6,710 人と 1,270 人、30 年度は 5,570 人と 3,010 人、31 年度は 4,710 人と 4,460 人、また、

通所型サービスについては、同じく現行相当のサービスと基準緩和型サービスそれぞれで、

29 年度は 8,030 人と 720 人、30 年度は 7,990 人と 1,430 人、31 年度は 8,070 人と 1,990 人

と見込んでいる。また、基準緩和型サービスの内容は、訪問型サービスにおいては、ホーム

ヘルパーのかわりに、一定の研修を受けた人が掃除や買い物などの生活支援サービスを実

施できることとしている。通所型サービスにおいては、看護職員や機能訓練指導員の配置を

不要とし、専門職によらない運動やレクリエーション等を実施できるようにするとともに、

事業実施に必要な設備の面積基準についても緩和することとしている。 

◯松野委員 新たなサービスを利用する人の観点から尋ねるが、利用区分、移行する人につ

いては誰が決めるのか。 

△保健福祉局長 介護予防生活支援サービスの利用内容は、現在の予防給付と同様、利用者

の状況や希望なども踏まえ、ケアマネジャーが決定する。 

◯松野委員 介護事業所による訪問や通所のサービスで、新しい総合事業に移行するのは

当面現行のサービスと、Ａ型である緩和した基準によるサービス内容に限られ、その後徐々

に、Ｂ型、Ｃ型、Ｄ型と広がっていくことになる。現行のサービス受給が変更された場合、

利用者の混乱も予想されるが、仮に本市が本格移行した後、基準緩和型サービスへ移行と判

定された人が、現行のサービスを希望した場合、どのように対応するのか。 

△保健福祉局長 総合事業の開始時点で、介護予防訪問介護や介護予防通所介護を利用し

ている人については、本人の希望があれば従来のサービスを継続できるようにしたい。 

◯松野委員 次に、多様な主体によるサービスの提供に携わる地域の人々の観点から尋ね

る。現行のサービスは、今後も介護事業所による実施となるが、ＡからＣ型、またはＤ型ま

での多様なサービスは、これからは民間など、いわゆる地域包括ケアを見越した枠組みでの

サービス実施となっていく。本市では、平成 29 年時点での利用者の移行先はＡ型までで、

Ｂ型から先のサービス体制と移行時期についてはこれから具体的に検討していくというこ

とであり、地域の受け皿づくりはまだ進んでいない。厚生労働省の資料によると、地域住民

やＮＰＯ等のボランティアによるサービス提供について、生活支援コーディネーター及び

協議体を設置し、両者が協力しながら課題に取り組むよう厚生労働省が要請しているが、こ

の生活支援コーディネーターと協議体について、また、それぞれいつ誰が担うのか説明され

たい。 

△保健福祉局長 生活支援コーディネーターは、28 年度及び 29 年度はモデル的に配置を

行い、社会福祉協議会及び地域包括支援センターが担う予定としている。このモデル期間に

おいて、平成 30 年４月の正式配置時の配置方法や業務内容の検証を行いたい。協議体につ

いては、平成 30 年４月の設置に向け、既存の会議体などの活用も含め、今後、具体的に検



討を行いたい。 

◯松野委員 生活支援コーディネーターと協議体は最初、市内４圏域に配置し、それから

徐々に市内の全圏域まで広げていく予定と聞いている。生活支援コーディネーターは、多様

な主体による多様なサービスを創出していくことも大切な役割となる。さらに、地域のサー

ビス主体を広げていくために、今後、重要となっていくのは、地域住民やボランティアに対

する専門的な訓練や研修体制ではないか。これまで、専門家が有償で行ってきたサービスの

一端を担うため、いかに安心してサービス提供を行っていけるかが極めて重要となってい

く。今後の研修など、人材育成体制の構築、また、その加速化について所見を求める。 

△保健福祉局長 ボランティアの育成は、高齢化の進展による生活支援ニーズの増加に対

応していくため、非常に重要と認識しており、本市及び区社会福祉協議会のボランティアセ

ンターにおいて、活動の立ち上げの際の費用助成や情報提供、相談業務、ボランティア育成

講座の開催など、住民の主体的な活動をきめ細かく支援している。28 年度はこれに加え、

生活支援ボランティアの研修会や意見交換会を開催するとともに、新たな生活支援ボラン

ティアの創出を図るため、現在活動している団体の運営手法やサービス提供に際してのノ

ウハウを活動事例集としてまとめることとしている。今後とも、地域での担い手の確保に向

け取り組みを進めていく。 

◯松野委員 続いて、介護事業所の経営の観点から質問する。介護事業所を取り巻く経営環

境は、年々厳しさを増してきており、たび重なる制度変更による経営への影響は、大変深刻

である。中でも、国による処遇改善加算でも追いつかないほど、人材難は事業所の経営を直

撃している。人材確保のための独自加算は経営を圧迫し、特に、経営のスケールメリットを

生かせない中小の事業所には、制度変更は死活問題となりかねない。予防給付のみならず、

介護給付にしても、サービス開始当初は、サービス単価の設定とそれに見合う給付が行われ、

それを前提に事業所は人の配置や設備投資をしていくが、やがてサービスが定着したころ

には、サービス給付が廃止となり、ほかのサービスとあわせて給付されるようになり、経営

が厳しくなるということもよく聞く。介護事業所は、生活、身体介護や、デイケアからグル

ープホームまで、利用者の細かなニーズに応えるため、良質で小回りの利く地域介護の担い

手として、近隣住民に寄り添いながら頑張っている。総合事業は今後、ＮＰＯや地域の介護

支援ボランティア、シルバー人材センターなどを大事な介護資源として発掘するよう厚生

労働省は明示しており、今回の大きなポイントでもある。本市は、中小の介護事業所も地域

介護や地域包括ケアの大切な社会資源として育成するという視点を持つべきと考えており、

今後、十分な配慮を要望しておく。今回の改正に際し、事業計画に資する情報提供や、例年、

新年度の直前に行われるサービス単価通達を前倒しする経営的配慮、制度設計に対する事

業所側のニーズの集約や懇切丁寧な説明等が必要と考えるが、所見を尋ねる。 

△保健福祉局長 介護保険事業所は、地域包括ケア実現のための重要な社会資源の一つと

認識している。今回の制度設計は、介護保険事業所における介護保険外サービスの現状など

を把握した上で行ってきたところであるが、さらに、本年４月に実施予定のパブリックコメ



ントにおいても、基準緩和型サービスの指定基準やサービス単価など、市の考え方を示した

上で、事業者の意見をしっかりと聞いていきたい。また、平成 28 年６月の制度確定後は、

事業者説明会を開催するなど、制度の詳細な内容の周知に努めていく。 

◯松野委員 ぜひ、よろしくお願いしたい。今後のさらなる高齢化の進展は、我が国が世界

に誇る社会保障制度の持続可能性や世代間の相互扶助に大変大きな課題を投げかけている。

国と市町村には、それぞれが果たす役割があり、国は財源確保や全国一律の標準サービス等、

大枠の制度設計を行い、市町村は地域の実態に応じた制度の運用や制度のはざまで生じる

新たな課題と変化にきめ細かに配慮し、対応すべき役割があるのではないか。誰１人取り残

さないとの思いに立ち、この質問の最後に、市長から市民へのメッセージとなる答弁を求め

る。 

△市長 我が国においては、これから人類がこれまで経験したことがないレベルの超高齢

社会を迎えることとなる。今後、社会保障費の急増が見込まれる中、持続可能な仕組みをつ

くり、この難局を乗り越えていくには大変大きな困難を伴うが、これは避けて通ることはで

きない道と考えており、これまでの延長線ではない大胆な発想の転換とチャレンジが不可

欠と考える。本市としては、国を初め、関係機関との協力のもとで、高齢者の多様な生活支

援ニーズにきめ細やかに対応していくとともに、持続可能な社会保障制度の構築に向け、し

っかりとチャレンジしていきたい。 

 


